
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































Professional	Responsibilities	of	 the	Lawyer	 for	the	Corporation”,	 	63	Business	Lawyer,	1,	25	（2006）、Amy	L.	
Weiss,	Note,	“In-House	Counsel	Beware:	Wearing	the	Business	Hat	Could	Mean	Losing	the	Privilege”,	11	GEO.	J.	
LEGAL	ETHICS	393,	393（1997-1998）、Daly,	op.cit	at	1642．
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知らずのうちに崖に近づき、やがて転落する40。これまで言及してきたように、企業内弁護士は正
解のない世界で結論を出すことを求められている。しばしば「リスクをとる」ということが必要と
なってしまう。しかし、一方において、そこから先絶対踏み出してはいけない一線がある。ここに
本質的な相克がある。
　この点、企業内弁護士の問題として、よく独立性（independence）ということが問題になる。た
だ、往々にして、企業内弁護士の独立性の問題は、企業内弁護士が雇用契約のもと被用者であり、
従って、会社の「指揮命令関係」の下にあるということが独立性の問題であるという形の議論があ
る41。問題を契約という法律形式に求めるのはいかにも法律家らしいものの考え方である。しかし、
筆者は、雇用契約であることは企業内弁護士の問題の本質ではない、少なくとも議論の立て方を誤
っていると考える42。そもそも、指揮命令関係にあるからといって、違法な命令に従う必要はない
ことは全被用者について該当することであり、弁護士であるか否かに関わらない43。さらには、企
業にとって、企業の中にいる弁護士に都合のいいことを言わせたところで、何の意味もない。企業
内弁護士に違法行為を合法にする権限があるわけでもない。したがって、企業が命じたとおりに企
業内弁護士が意見を言ったところで、企業にとっては何の利益にもならない。そればかりか、当該
企業が違法・不当な行為に手を染めることとなり、企業として重大なリスクを招来することになる。
一方で、何を言うべきかを命ずるくらいであるから、その企業が当該企業内弁護士の意見を信用し
ているわけでもなく、その企業内弁護士の言うことがその企業の行動に影響を与えたというべきも
のでもない。したがって、その企業内弁護士のゆえに企業が不利益を被ったということにもならな
いし、ある意味、その企業内に弁護士がいてもいなくとも、その企業およびその企業が社会に与え
る害悪に影響があるわけでもない。
　もっとも、これは企業内弁護士がその意義を果たしていないということを示しているのであって、
当該企業内弁護士の側からそのあり方という観点から見ると深刻な問題ではあるが。
　これに対して、企業内弁護士における最も深刻な、そして真の問題は、企業内において信頼され、
その言が企業に影響を与えている場合である。すなわち、企業内弁護士がその意義を果たしている
場面にこそ、本質的な問題がある。
　もし、企業内弁護士が指揮命令下にあるということが問題であれば、企業内弁護士が企業内で権
40	 Hershman（1977）,	op.	cit.	at	1436．
41	 森山文昭「弁護士制度改革と弁護士像」―新しい人権モデルの提唱」日本弁護士連合会弁護士業務改革委員会編
21世紀の弁護士像プロジェクトチーム編「いま弁護士は？そして明日は？」（エディックス、2004年）222頁、248
頁。拙著「独立性」前掲2009年３月57-58頁。
42	 プライベート・プラクティスとの比較の観点から、拙著「独立性」前掲2009年４月68-71頁。
43	 また、このような問題の把握の仕方は、私の契約である労働契約をプロフェッションとしての行動規範の上位に置
くことを論理上の前提としており、理論的にも誤りであると考える。
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限をつけ、高位のポジションにつくようになり、その権威が高まれば、問題は緩和の方向に向かお
う。米国におけるジェネラル・カウンセルであれば、通常は企業のCEOに直属しており、その権
威は企業内において極めて高く、これに命令できる者は少数である。CEOですら、取締役会や証券
取引委員会を含む規制官庁、株主、そして社会の目を意識すれば、そのジェネラル・カウンセルが
反対していることを強行することについては「相当の勇気」を必要とするとされており、最も深刻
な場合は「首の取り合い」を覚悟する必要があるといわれている。多くの場合には、ジェネラル・
カウンセルは「NO」と言った場合、その言に企業は従う44とされる。
　問題はまさにこの点にある。上司の指示に従っているから問題が起きるのではない。皮肉な言い
方であるが、企業の中で力がなく、その意見が軽視されている環境下では、企業内弁護士はむしろ
気楽にものが言えると言えよう。その言が企業の行動に結びつかず、したがって、その結果につい
て責任を負う立場にないからである。
　しかし、逆に企業内弁護士が企業内で信頼をされて、企業が言うことを聞く。それだけの権威を
持つ場合には、力があればあるほど、問題が深刻になっていのである。力があればあるほど、企業
から信頼されればされるほど、その企業内弁護士が崖を踏み外したときのリスクは企業にとって深
刻になっていく。一方において、その意見が通ってしまうだけに、その結果に対する責任がその意
見と重く直接的に結び付けられていくのである45。それだけに、法律とビジネスのバランスのとり
方には慎重にならざるを得ない46。むしろ、その職務に誠実であろうとすればあるほど、問題は深
刻になっていく。しかし、前述の通り、どこがぎりぎりのバランス点であるのか、客観的に認識す
る方法はない47。
　単なる「アドバイザー」ではなく、自分の言ったとおりに会社が動くのを自分の目で見られる、
というのは企業内弁護士の意義であり、やりがいでもある。しかし、まさにそこにジレンマがある
のである。
六．終わりに
　企業内弁護士が法律専門家であることは大前提であるが、それだけでは企業内において独自の機
能を発揮するには不十分である。企業が一定の目的をもって組織された集団である以上、その構成
員として、その目的のためにいかに貢献しうるかが問われるのであり、そのためには法律事務所と
は異なる独自の行動様式が必要になっていく。しかし、それがまた、企業内弁護士特有の職業倫理
44	「エンロン事件以前でさえ、企業のジェネラル・カウンセルの直接的なアドバイスがされた場合、それに反して（ビ
ジネスを）進める決定をするのは普通のことではないとされていた。」Duggin	（2006）,	op.	cit.	at	1004．
45	 拙著「独立性」前掲2009年３月61-62頁。
46	 山本（2016）前掲20－21頁。
47	 拙著（2009）「企業内弁護士と法律事務所の弁護士」前掲300-301頁。
「臨床法務研究」第18号
－66－
上のジレンマにつながっていく。
　「企業内弁護士の役割は、法律家によって営まれる機能のうち、最も複雑で、かつ、難しいものの
一つである	（[T]he	role	of	corporate	counsel	 is	among	the	most	complex	and	difficult	of	 those	
functions	performed	by	lawyers）」48といわれる所以である。
48	 Hazard	（1997）,	op.	cit	at	1011．
